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○ 国民の結婚や出産に対する希望と現実の乖離 
 ・ 若年者の非正規雇用の増加 
 ・ 難しい女性の就業継続 
 ・ 子育て世代の長時間労働 
 ・ 子育ての孤立化と負担感の増加 
 
○ 働き方の見直しと子育て支援サービス基盤の充実 
 
○ 働き方の見直しに関する最近の動き 
 ・ ワークライフバランス（仕事と生活の調和）憲章と行動指針 
 ・ 事業主の行動計画の充実（次世代法の改正） 
 ・ 労働基準法の改正 
 ・ 育児・介護休業制度の見直し 
  ・ 短時間勤務制度等の充実による育児休業明けの働き方の見直し 
  ・ 父親が子育てできる働き方の実現 
 
○ 「中期プログラム」による少子化対策の充実 
 ・ 少子化対策への財源投入 
 ・ 次世代育成支援のための新たな制度体系の構築 
  ・ 保育施策の充実 
  ・ 放課後児童対策の充実 
  ・ すべての子育て家庭対策の充実 
  
○ 平成２０年度第２次補正予算と平成２１年度予算 
 ・ 妊婦健診の無料化、出産育児一時金の引き上げ等 
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働き方の見直しと次世代育成支援について

平成２１年２月２１日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局

総務課 少子化対策企画室

朝 川 知 昭

1

少 子 化 の 現 状

○ 現在我が国においては急速に少子化が進行。合計特殊出生率は、平成17年に1.26と過去

最低を更新。18年・19年と出生率は前年を上回ってはいるが、出生数は減少。

0

50

100

150

200

250

300

昭和22 30 ･ 40 ･ 50 ･ 60 平成2 7 12 19

万

出
　
　
生
　
　
数

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

5

合
計
特
殊
出
生
率

出生数

合計特殊出生率

第1次ベビーブーム
（昭和22～24年）
最高の出生数

2,696,638人
昭和41年
ひのえうま

1,360,974人

第2次ベビーブーム
（昭和46～49年）

2,091,983人

1.57ショック

（平成元年、合計
特殊出生率が昭
和41年を下回る）

1,246,802人
平成17年

最低の出生数
1,062,530人

4.32

1.58

2.14

1.57 1.26

平成19年
1,089,745人

1.34

2

23.7万人45.7万人
（1.26）

69.5万人
（1.24）

109万人
（1.26）

１
年
間
の
出
生
数
（
率
）

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」（出生中位、死亡中位の場合）
※現在、高齢化率が40%を超えている町村は76（2005年国勢調査）
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1億2,777万人

1億1,522万人

8,993万人

4,459万人

2,576万人

3,667万人

3,646万人

1,811万人

2,263万人

4,595万人

6,740万人

8,442万人

386万人752万人1,115万人1,758万人

今後の我が国の人口構造の急速な変化
～日本の将来推計人口（平成18年12月推計）～

○ 我が国の合計特殊出生率は、2005年に1.26と過去最低を更新。人口減少が始まった。

○ 新人口推計（中位）によれば、2055年に産まれる子ども数は現在の約４割、高齢化率は現在の２倍（40.5%）、
生産年齢人口（15～64歳）も現在の２分の１近くに激減する。

※
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（調査対象は18～34歳の未婚者）

○「生涯の結婚意思」について ○「いずれ結婚するつもり」の未婚男女の希望
子ども数
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（参考）夫婦の平均予定子ども数

国民の結婚や出産に対する希望
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○ 将来推計人口（平成18年中位推計）において想定されている日本の将来像と、実際の国民の希望と

は大きく乖離。

○ この乖離を生み出している要因としては、雇用の安定性や継続性、仕事と生活の調和の度合い、育

児不安などが指摘されており、出産・子育てと働き方をめぐる問題に起因するところが大きい。

将来人口推計における2055年の姿
（平成18年12月推計）

夫婦の出生児数1.69人生涯未婚率23.6% ×

合計特殊出生率1.26

現在の実際の国民の希望

9割以上が結婚希望 ×
夫婦の希望子ども数

2人以上

合計特殊出生率1.75

大きな乖離

この乖離を生み出している要因（各種調査や実証研究より）

結婚 ： 経済的基盤、雇用・キャリアの将来の見

通し、安定性

出産 ： 子育てしながら就業継続できる見通し、

仕事と生活の調和の確保度合い

特に第2子以降 ： 夫婦間の家事・育児の分担

度合い、育児不安の度合い

・ 収入が低く、雇用が不安定な男性の未婚率が高い

・ 非正規雇用や育児休業が利用できない職場で働く女性

の未婚率が高い

・ 収入が低く、雇用が不安定な男性の未婚率が高い

・ 非正規雇用や育児休業が利用できない職場で働く女性

の未婚率が高い

・ 育児休業が取得できる職場で働く女性の出産確率は高い

・ 長時間労働の家庭の出産確率は低い

・ 育児休業が取得できる職場で働く女性の出産確率は高い

・ 長時間労働の家庭の出産確率は低い

・ 男性の家事・育児分担度が高い家庭では、第2子以降

の出産意欲が高く、継続就業割合も高い
・ 育児不安の程度が高い家庭では、第2子以降の出産意

欲が低い

・ 男性の家事・育児分担度が高い家庭では、第2子以降

の出産意欲が高く、継続就業割合も高い
・ 育児不安の程度が高い家庭では、第2子以降の出産意

欲が低い

結婚や出産・子育てをめぐる国民の希望と現実との乖離
～急速な少子化を招いている社会的な要因～
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資料：総務省統計局「労働力調査」、「労働力調査特別調査」、「労働力調査詳細結果」、労働政策研究・研修機構「若者就業支援の現状と課題」（2005年）
（注） 1. 失業率については、各年の平均。

2. 非正規雇用割合、非正規雇用者数については、平成13年までは「労働力調査特別調査」（2月調査）、平成14年以降は「労働力調査詳細結果」による。
調査月（平成13年までは各年2月、平成14年以降は1～3月平均の値）が異なることなどから、 時系列比較には注意を要する。
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結婚や出産をとりまく状況（１）若年者の非正規雇用の増加

○ 若年者の失業率は、若干改善したが依然として高水準。非正規雇用割合は依然高い。

○ 非正規雇用者の有配偶率は低く、雇用の不安定が結婚に当たっての「壁」となっている。

若年者の失業率と非正規雇用割合の推移

（%） （%）

14.8%

30.2%

7.5%

15.8%

59.6%

12.2%

34.7%

5.7%

16.8%

9.6%

1.9% 2.2%
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正社員

非典型雇用

非典型雇用のうち
「周辺フリーター」
無業

就労形態別配偶者のいる割合（男性）

（注） 「周辺フリーター」：「アルバイト」または「パート」のうち、学生でも主婦でもなく、
かつ、年間就業日数が99日以下または週労働時間が21時間以下の者
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25.6% 47.2% 22.5% 3.8%

結婚や出産をとりまく状況（２）依然として難しい女性の就業継続

67.4% 23.9%
3.7%

4.5%

出産
1年前

（資料）厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査結果」（平成14年）

出産1年前の有職者

の出産半年後の状況

○第１子出産前後の女性の就業状況の変化

5.1% 8.0% 10.3% 13.8%
19.9% 16.4% 12.2% 11.5%

35.7% 37.7% 39.5%
41.3%

34.6% 32.3% 32.0% 25.2%

4.7% 5.7% 6.1% 8.2%
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1985-89 1990-94 1995-99 2000-04
子どもの出生年

就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし）
出産退職 妊娠前から無職
その他・不詳

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「第１３回出生動向基本調査
（夫婦調査）」

○子どもの出生年別、第１子出産前後の妻の就業経歴

○ 出産前に仕事をしていた女性の約7割が出産を機に退職しており、育児休業制度の利用は増
えているものの、出産前後で就労継続している女性の割合は、この20年間ほとんど変化がない。

無職 勤め（常勤）
勤め
（パート

・アルバイト）

自営
業等

有職 73.5%

有職 32.2%無職 67.4%
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結婚や出産をとりまく状況（３）子育て世代の男性の長時間労働

15.2%
7.1% 6.6% 6.3%
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74.9% 74.5% 74.6%

11.6% 18.0% 18.9% 19.1%
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20～2425～2930～3435～39
資料:厚生労働省「平成17年労働経済の分析」（総務省統計局「労働力調査」を厚生労働省労

働政策担当参事官室にて特別集計）

○ 我が国の男性の家事・育児に費やす時間は世界的にみても最低の水準。
○ 子育て期にある30歳代男性の約4人に1人は週60時間以上就業。長時間就業者割合も増加。

父親の育児参加を妨げている「働き方の改革」が急務となっている。

（歳）
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0:40
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1:00

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00

日  本

アメリカ

イギリス

フランス

ドイツ

スウェーデン

ノルウェー

家事関連時間全体 うち育児

資料:Eurostat “How Europeans Spend Their Time Everyday Life of Women and 
Men”（2004）、Bureau of Labor Statistics of the U.S. ”America Time-Use 
Survey Summary”（2006）、総務省「社会生活基本調査」（平成18年）

男性雇用労働者の1週間の就業時間 6歳未満児をもつ男性の家事・育児時間
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資料：財団法人こども未来財団「子育て中の母親の外出時等に関する
アンケート調査結果」（2004年）

11.3%

20.1%

32.9%

28.7%

16.5%4.5%
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非常にそう思う
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社会全体が妊娠や

子育てに無関心・冷

たい

社会から隔絶され、

自分が孤立している

ように感じる

不安や悩みを打ち明

けたり、相談する相

手がいない

妊娠中又は3歳未満の子どもを育てている

母親の周囲や世間の人々に対する意識

73.8%

57.1%

46.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

資料:㈱UFＪ総合研究所「子育て支援策等に関する調査研究」
（厚生労働省委託）（2003年）

地域の中での子どもを通じたつきあい

子育ての悩みを

相談できる人が

いる

子どもを預けられ

る人がいる

子どもをしかって

くれる人がいる

○ 地域のつながりが希薄化するとともに、長時間労働等により父親の育児参加が十分に得られない中、子育て
が孤立化し、負担感が大きくなっている。

○ 保育サービス等の就労を支えるサービスだけでなく、就労の有無にかかわらず、すべての子育て家庭を支え
る取組が必要。

結婚や出産をとりまく状況（４）子育ての孤立化と負担感の増加

4人に1人は子育ての悩みを
相談できる人がいない

4割の人は困った時に子ども
を預けられる人がいない

半数以上は、自分の他には
子どもを叱ってくれる存在がない

9

（１）少子化の背景には、結婚、出産・子育てに関する希望と現実の乖
離が存在。

（２）働き続けることと結婚して子どもを持つことの「二者択一」を迫られて
いる状況を解決する必要。

⇒ 「二者択一」構造解決のため、

①働き方の見直しによる「仕事と生活の調和」の実現
②多様な働き方に対応した保育等の子育て支援策の再構築

を「車の両輪」として進めていく必要。

策定の視点

仕事と生活の調和(ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ)憲章及び行動指針、
「子どもと家族を応援する日本」重点戦略のポイント

10

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略(平成19年12月）について

働き方の改革による仕事と生活の調和の実現
＝「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）憲章」及び「行動指針」

働き方の改革による仕事と生活の調和の実現働き方の改革による仕事と生活の調和の実現
＝「＝「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）憲章」及び「行動指針」

「親の就労と子どもの育成の両立」「家庭
における子育て」を包括的に支援する枠

組み（社会的基盤）の構築

「親の就労と子どもの育成の両立」「家庭「親の就労と子どもの育成の両立」「家庭
における子育て」を包括的に支援する枠における子育て」を包括的に支援する枠

組み（社会的基盤）の構築組み（社会的基盤）の構築

「就労」と「結婚・出産・子育て」の二者択一構造を変え、
若者、女性、高齢者など働く意欲を持つすべての人の労働市場参加を実現しつつ、

国民の希望する結婚・出産・子育てを可能とする

このためには、

（※）追加所要額は、仕事と生活の調和を推進し、国民が希望する結婚や出産・子育ての実現を支えるための給付・サービスについて、一定の整備水準を仮定して試算。

２つの取組を車の両輪として進めることが必要２つの取組を車の両輪として進めることが必要

Ⅰ親の就労と子どもの育成の両立を支える
支援

○３歳未満児のいる就業希望者を育児休業
と保育でカバー、保育の必要量の確保

○家庭的保育など提供手段の多様化
○認定こども園と短時間勤務の普及・促進
○学齢期の放課後対策の強化

＜追加所要額＞
１兆８００億円～２兆円
（うち保育７７００億円～１兆４４００億円）

Ⅱすべての子どもの健やかな育成
を支える対個人給付・サービス

○すべての子育て家庭に対する一
時預かり制度の再構築

○子育て世帯の支援ニーズに対応
した経済的支援の実施

＜追加所要額＞
２６００億円（児童手当を除く）

Ⅲすべての子どもの健やかな育成の
基盤となる地域の取組

○妊婦健診の支援の充実
○地域子育て支援の面的な展開
○全小学校区に子どもの居場所設置
○社会的養護を必要とする子どもに

対する支援の充実
＜追加所要額＞
１８００億円

（社会的養護に関するものを除く）

追加所要額1兆5200億円～2兆4400億円包括的な次世代育成支援の枠組み
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Ⅰ 意 義 ・ 緊 要 性

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」（国民的な取組の大きな方向性の提示）

「仕事と生活の調和推進のための行動指針」（企業や働く者等の効果的取組、国や地方公共団体の施策の方針）を策定

仕事と生活の調和が実現した社会の姿

国民一人一人がやりがいや充実感
を感じながら働き、仕事上の責任
を果たすとともに、家庭や地域生
活などにおいても、子育て期、中
高年期といった人生の各段階に応
じて多様な生き方が選択・実現で
きる社会

①就労による経済的自立が可能
な社会

②健康で豊かな生活のための時
間が確保できる社会

③多様な働き方・生き方が選択
できる社会

各主体の取組を推進するための社会全体の目標を設定

○就業率（②、③にも関連）
＜女性（25～44才）＞

64.9％ → 69～72％
＜高齢者（60～64才）＞

52.6％ → 60～61％
○フリーターの数
187万人→ 144.7万人以下

○就業率（②、③にも関連）
＜女性（25～44才）＞

64.9％ → 69～72％
＜高齢者（60～64才）＞

52.6％ → 60～61％
○フリーターの数
187万人→ 144.7万人以下

○週労働時間60時間以上の雇用者の割合
10.8％ → 半減

○年次有給休暇取得率
46.6% → 完全取得

○週労働時間60時間以上の雇用者の割合
10.8％ → 半減

○年次有給休暇取得率
46.6% → 完全取得

○第1子出産前後の女性の継続就業率
38.0％→ 55%

○育児休業取得率
（女性）72.3%→ 80%
（男性）0.50%→ 10%
○男性の育児・家事関連時間（6歳未満児のいる家庭）

60分／日 → 2.5時間／日

○第1子出産前後の女性の継続就業率
38.0％→ 55%

○育児休業取得率
（女性）72.3%→ 80%
（男性）0.50%→ 10%
○男性の育児・家事関連時間（6歳未満児のいる家庭）

60分／日 → 2.5時間／日

（代表例） （いずれも 現状 → 10年後）

社
会
全
体
と
し
て
の
進
捗
状
況
を

把
握
・
評
価
し
、
政
策
に
反
映

関係者が果たすべき役割

企業と働く者
協調して生産性の向上に努
めつつ、職場の意識や職場
風土の改革とあわせ働き方
の改革に自主的に取り組む

国・地方公共団体
国民運動を通じた気運の醸
成、制度的枠組みの構築や
環境整備などの促進・支援
策への積極的な取組、地域
の実情に応じた展開

【従来】 働き方の見直しは個々の企業の取組に依存→一部が先進的に取り組み、社会的広がりが欠如

【今般】 経済界、労働界、地方のトップで協議、合意 → 社会全体を動かす大きな契機に

【仕事と生活の間で問題を抱える人の増加】

○正社員以外の働き方の増加

→経済的に自立できない層

○長時間労働

→「心身の疲労」「家族の団らんを持てない層」

○ 働き方の選択肢の制約

→仕事と子育ての両立が困難

【少子化対策や労働力確保が社会
全体の課題に】

○ 結婚や子育てに関する人々の希
望を実現しにくいものにし、急速な
少子化の要因に

○ 働き方の選択肢が限定。女性、高
齢者等の多様な人材を活かせな
い

○個人の生き方や人生の
段階に応じて多様な働
き方の選択を可能にす
る必要

○働き方の見直しが、生産
性の向上や競争力の
強化に＝「明日への投
資」

【働き方の二極化等】

○競争の激化、経済低迷や産業構造の変化 →

正社員以外が大幅に増加、正社員の労働時間の高止まり

○かつては専業主婦。現在は過半数が共働き世帯。

→働き方や子育て支援などの社会的基盤は従来のまま

→男女の固定的な役割分担意識が残存

Ⅱ 「憲章」及び「行動指針」

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現
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29.4

7.5

17.4

25.6

33.8

38.9

40.1

70.6

92.5

82.6

74.4

66.2

61.1

59.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

家事・育児時間なし

２時間未満

２～４時間未満

４～６時間未満

６～８時間未満

８時間以上

出生あり 出生なし

注１：集計対象は、①または②に該当する同居夫婦である。ただし、妻の「出生前データ」が得られていない夫婦は除く。
①第１回から第５回まで双方から回答を得られている夫婦
②第１回に独身で第４回までの間に結婚し、結婚後第５回まで双方から回答を得られている夫婦

注２：家事・育児時間は、「出生あり」は出生前の、「出生なし」は第４回の状況である。
注３：４年間で２人以上の出生ありの場合は、末子について計上している。
注４：総数には、家事・育児時間不詳を含む。

子どもがいる夫婦の夫の休日の家事・育児時間別にみた
この４年間の第２子以降の出生の状況

出典：厚生労働省「第５回２１世紀成年者縦断調査」（２００７年）

○夫の家事・育児時間が長いほど、第２子以降の出生割合が高い。
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児童福祉法等の一部を改正する法律（平成２０年１２月３日 法律第８５号）の概要 

 

 

 

 

 

                

 

 

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略等を踏まえ、家庭的保育事業等の新たな子育て支援サービスの創設、虐待を受け

た子ども等に対する家庭的環境における養護の充実、仕事と生活の両立支援のための一般事業主行動計画の策定の促進な

ど、地域や職場における次世代育成支援対策を推進するための所要の改正を行う。 

①新たな子育て支援サービスの創設（児童福祉法等の一部改正） 

○ 一定の質を確保しつつ、多様な主体による保育サービスの普及促進とすべての家庭における子育て支援の拡充を図るため、新たに家庭的保育

事業（保育ママ）、すべての子どもを対象とした一時預かり事業、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）、養育支援訪問事業及び地

域子育て支援拠点事業を法律上創設し、市町村におけるサービスの実施の促進等を図る。 

②困難な状況にある子どもや家族に対する支援の強化（児童福祉法等の一部改正） 

○ 里親制度を社会的養護の受皿として拡充するため、養子縁組を前提としない里親（養育里親）を制度化し、一定の研修を要件とするなど里親制

度を見直す。 

○ 家庭的な環境における子どもの養育を推進するため、虐待を受けた子ども等を養育者の住居において養育する事業（ファミリーホーム）を創設。 

○ 児童養護施設等の内部における虐待対策の強化のため、虐待を発見した者の通告義務等を設けるほか、地域における児童虐待対策の強化を行う。 

③地域における子育て支援サービスの基盤整備（次世代育成支援対策推進法の一部改正） 

○ 働き方の見直しも踏まえた中長期的な子育て支援サービスの基盤整備を図るため、市町村の行動計画策定に当たり参酌すべき保育サービスの量

等に関する標準を国において定める等の見直しを行う。 

Ⅰ 地域における次世代育成支援対策の推進 

Ⅱ 職場における次世代育成支援対策の推進 

（施行期日） 

○ 原則として平成 21 年 4 月１日。（Ⅰの③の行動計画策定指針の見直し等は公布の日から起算して６ヶ月を超えない範囲で政令で定める日、家庭的保育事業 

（保育ママ）の制度化等は平成 22 年４月１日、Ⅱの一般事業主行動計画の対象範囲の拡大は平成 2３年 4 月１日） 

 

【趣 旨】 

【主な内容】 

仕事と家庭の両立支援の促進（次世代育成支援対策推進法の一部改正） 

○ 仕事と家庭の両立を支援するための雇用環境の整備等について事業主が策定する一般事業主行動計画の策定・届出の義務づけの対象範囲を

従業員 301 人以上企業から従業員１０１人以上企業に拡大する。 

○ 一般事業主行動計画の公表・従業員への周知を計画の策定・届出義務のある企業に義務づける。 
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次世代育成支援対策推進法（概要）
（平成１７年４月から１０年間の時限立法）

地方公共団体行動計画の策定

①市町村行動計画

②都道府県行動計画

→地域住民の意見の反映、労使の参画、
計画の内容・実施状況の公表、定期的な
評価・見直し 等

事業主行動計画の策定・公表・周知
①一般事業主行動計画（企業等）

→大企業（３０１人以上）：義務
中小企業（１０１人以上）：義務（23年４月～）
中小企業（１００人以下）：努力義務
一定の基準を満たした企業を認定

②特定事業主行動計画（国・地方公共団体等）

次世代育成支援対策地域協議会

・都道府県、市町村、事業主、労働者、社会
福祉・教育関係者等が組織

次世代育成支援対策推進センター

・事業主団体等による情報提供、相談等の
実施

施策・取組への協力等
策定支援等

行動計画策定指針
○ 国において地方公共団体及び事業主が行動計画を策定する際の指針を策定。

※ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに際して参考と
すべき標準（参酌標準）を定める。

○ 地方公共団体及び事業主に対し、次世代育成支援のための行動計画の策定を義務づけ、10年間の集中

的・計画的な取組を推進

15

認定基準

・行動計画の期間が、２年以上５年
以下であること。

・策定した行動計画を実施し、それに
定めた目標を達成したこと。

・３歳から小学校に入学するまでの
子を持つ労働者を対象とする「育児
休業の制度または勤務時間短縮等
の措置に準ずる措置」を講じているこ
と。

・計画期間内に、男性の育児休業等
取得者がおり、かつ、女性の育児休
業等取得率が７０％以上だったこと。
など

・大企業（３０１人以上）
→義務

・中小企業（３００人以下）
→努力義務

※改正法案により１０１人以上
に義務化

・各都道府県労働局
に届出

・目標達成に向けて
計画実施

・次期行動計画の策
定・実施

・認定の申請

・一定の基準を満た
す企業を認定

・企業は商品等に認
定マークを使用可

行動計画例
１ 計画期間 平成○年○月○日～平成○年○月○日まで

２ 内容

目標１ 計画期間内に育児休業の取得状況を次の水準にする

男性：年に○人以上取得

女性：取得率○％以上

対策 平成○年○月 管理職を対象とした研修の実施

平成○年○月 育児休業中の社員で希望する者を対象

とする職場復帰のための講習会を年に

○回実施

目標２ ノー残業デーを月に１日設定する。

対策 平成○年○月 部署ごとに検討グループを設置

平成○年○月 社内報などでキャンペーンを行う

目標○ ・・・

対策 ・・・

行動計画の策定行動計画の策定 届出・実施届出・実施 計画終了・目標達成計画終了・目標達成 厚生労働大臣による
認定

厚生労働大臣による
認定

・・
・ 次世代認定マーク「くるみん」

次世代法に基づく企業の行動計画策定・実施について
［平成１７年４月１日～］ ［平成１９年４月１日～］

○届出状況（平成２０年９月末時点）

３０１人以上企業の９８．０９８．０％％

３００人以下企業 １４，１３９社１４，１３９社

規模計届出企業数規模計届出企業数 ２７，２２８社２７，２２８社
（３００人以下届出企業数２０年６月末（３００人以下届出企業数２０年６月末 １２，３４７社）１２，３４７社）

○認定状況（平成２０年９月末時点）
認定企業 ５９７社
審査中の企業 ６社
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出生 1歳 3歳 就学

努力義務

法定時間外労働の制限 （月24H、年150Hまで）

深夜業の免除

育児・介護休業制度の見直しについて（イメージ）

育児休業
１歳まで請求できる権利。保育所に入所できない
等一定の場合は１歳半まで延長可能

事業主にいずれかの措置を講ずる
ことを義務付け

子の看護休暇（年５日まで）

勤務時間短縮等の措置
①勤務時間の短縮
②所定外労働の免除
③フレックスタイム
④始業・終業時刻の繰り上げ下げ
⑤託児施設の設置運営
⑥⑤に準ずる便宜の供与
⑦育児休業に準ずる制度

出生 1歳 3歳 就学

育児休業

１歳（両親ともに育児休業を取得した場合、１歳２か
月）まで請求できる権利。保育所に入所できない等
一定の場合は１歳半まで延長可能

子の看護休暇
（子１人につき年５日まで、年10日を上限）

措置
③フレックスタイム
④始業・終業時刻の繰り上げ下げ
⑤託児施設の設置運営
⑥⑤に準ずる便宜の供与
⑦育児休業に準ずる措置

介護休暇
（家族１人につき年５日まで、年10日を上限）

勤務時間の短縮の措置

所定外労働の免除

現 行 改正後

介護休業（対象家族１人につき93日まで）

勤務時間短縮等の措置

育児

介護

育児

介護

介護休業（対象家族１人につき93日まで）

勤務時間短縮等の措置

努力義務

パパ・ママ育休プラス

法定時間外労働の制限 （月24H、年150Hまで）

深夜業の免除

17

父親も子育てができる働き方の実現

○ 父母ともに育児休業を取得する場合、子が１歳２か月に達するまでの間に、１年まで休業することを可能とする。

出生 １歳８週間

父（または母）、交替。２
か月延長可能。（父母１人
につきトータルで１年を超
えない範囲内）

１歳２か月

（１）父母ともに育児休業を取得する場合の育児休業取得可能期間の延長（１）父母ともに育児休業を取得する場合の育児休業取得可能期間の延長

例① 母産休 母 父

父 母例②

父２度目 父２度目でも
再度取得可能。

○ 配偶者の出産後８週間以内に、父親が育児休業を取得した場合には、特例として育児休業を再度取得できるよう要件を緩和する。

出生 １歳８週間

（２）出産後８週間以内の父親の育児休業取得促進（２）出産後８週間以内の父親の育児休業取得促進

（母 産休）

（３）労使協定による専業主婦（夫）取得除外規定の廃止（３）労使協定による専業主婦（夫）取得除外規定の廃止

○ 労使協定を定めることにより、配偶者が専業主婦（夫）である場合等、常態として子を養育することができる労働者から
の育児休業取得の申出を事業主が拒むことを可能としている規定を廃止する。

父１度目

147



4

18

持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」

（平成２０年１２月２４日閣議決定）

19

20

次世代育成支援のための新たな制度体系の検討について

○ 国民の結婚・出産・子育てに関する希望と現実の乖離を解決するためには、「就労」と「結婚・出産・子育て」の二者択一
構造の解決が不可欠であり、①働き方の改革による｢仕事と生活の調和｣の実現と、②仕事と子育ての両立、家庭における
子育てを支援する社会的基盤の構築の２つの取組を「車の両輪」として取り組むことが必要。

○ このため、仕事と生活の調和の実現と、希望する結婚・出産・子育ての実現を支える給付・サービスを、体系的・普遍的
に提供し、必要な費用について、次世代の負担とすることなく、国・地方公共団体・事業主・個人の負担・拠出の組合わせ
によって支える具体的な制度設計の検討に直ちに着手の上、税制改革の動向を踏まえつつ速やかに進めるべき。

○ 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略を踏まえ、社会保障審議会に少子化対策特別部会を設置（平成19年12月）。

平成20年3月より新たな制度設計に向けた検討を開始。 （※3月までは重点戦略で示された｢先行して取組むべき課題」について検討。）

《検討経過》
■ 3/14（第4回）－これまでの議論の紹介とフリーディスカッション ■ 3/21（第5回）－現物サービスの現状と課題／サービス利用者・提供者のヒアリング
■ 4/9 （第6回）－現金給付の現状と課題／費用負担の現状と課題 ■ 4/21（第７回）－第4回～第6回を踏まえた議論
■ 5/9（第８回）・5/19（第９回） －次世代育成支援のための新たな制度設計に向けた基本的考え方

社会保障審議会 少子化対策特別部会における検討

（社会保障審議会 少子化対策特別部会 委員構成）
岩 渕 勝 好 東北福祉大学教授
岩 村 正 彦 東京大学大学院法学政治学研究科教授
内 海 裕 美 吉村小児科院長
大 石 亜希子 千葉大学法経学部准教授
大日向 雅 美 恵泉女学園大学大学院教授
清 原 慶 子 三鷹市長
駒 村 康 平 慶應義塾大学経済学部教授
佐 藤 博 樹 東京大学社会科学研究所教授
篠 原 淳 子 日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局局長

庄 司 洋 子 立教大学大学院21世紀社会デザイン研究科教授
杉 山 千 佳 有限会社セレーノ代表取締役
野 呂 昭 彦 三重県知事
福 島 伸 一 日本経済団体連合会少子化対策委員会企画部会長
宮 島 香 澄 日本テレビ報道局記者
山 縣 文 治 大阪市立大学生活科学部教授
山 本 文 男 福岡県添田町長
吉 田 正 幸 有限会社遊育代表取締役

（五十音順 敬称略）

○ 平成20年5月20日に新たな制度設計に向けた基本的考え方をとりまとめ。
（※平成20年3月までは、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略において同時に示された「先行して取り組むべき課題」についての議論を実施。）

○ その後も、税制改革の動向を踏まえつつ、速やかに検討を進める（９月５日より議論を再開）。

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（平成19年12月少子化社会対策会議決定）
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（放課後子どもプラン）

次世代育成支援に関係する制度の現状

放課後子ども教室
（18年度までは地域子ども教室推進

事業、文部科学省）

０歳 青少年期６歳３歳１歳

地域子育て支援

保 育
放課後児童

９歳

放課後
児童クラブ

幼 稚 園

勤務時間短縮等の措置

働 き 方

（文部科学省）

経済的支援

児 童 手 当

育児休業給付

母子保健事業

出産手当金

出産育児
一時金

（努力義務）

（8,318か所、参加子ども数2,109万人（延べ））
（13,626か所、167万人）

（20.5.1現在）

（17,583か所、79.5万人）
（20.5.1現在）

小学校卒業まで
第1子、第2子月額5,000円、第3子以降月額10,000円

（3歳未満については第1子から月額10,000円）

1出産児に対して35万円

（分娩費用等に充当）

休業取得期間に対して休業前賃金の40%
（19年10月からは50%）が支給

標準報酬日額の
3分の2が支給

育児休業

母性健康管理、
母性保護

子どもが満1歳まで（保育所に入所できない
場合等は最大1歳半まで）取得可

産前6週、産後8週
（勤務させることが禁止）

通院のための休暇、通勤緩和、時
間外労働等の制限など

短時間勤務、フレックスタイム、始業・就業時間の繰上げ・繰下げ、所定外労働の免除、
託児施設の設置運営などのいずれかの措置の実施を事業主に義務付け

産前産後
休業

（認定こども園 229か所（20.4.1現在） ）

母子健康手帳交付
妊婦健診

乳幼児健診（（３ヶ月）・１歳半・３歳）／母子保健指導

全戸訪問 育児支援家庭訪問

認可外保育施設・事業所内託児施設等 （7,249箇所18万人（19.3現在））

家庭的保育事業 ／ 病児・病後児保育

・トワイライトステイ事業（301か所）
・ショートステイ事業（584か所）

・ファミリー･サポート･センター （540か所）
（H19年度交付決定ベース）

社会的養護に関する事業 （乳児院121か所・児童養護施設564か所等）（H19.10.1現在）

児童館 4,718か所（H18.10)

母子保健

社会的養護

･･･負担金（義務的経費）

･･･補助金（裁量的経費）

･･･一般財源化・社会保険等

延長保育・休日夜間保育・特定保育

地域の各種子育て支援
・一時預かり事業（7,214か所）

・地域子育て支援拠点（4,409か所）
（H19年度交付決定ベース）

※実線は一般会計、波線は特別会計

認可保育所 （22,909か所、202万人）（20.4.1現在）
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「基本的考え方」を踏まえた具体化が必要な検討事項

《保育サービスの提供の新しい仕組み （公的性格や特性も踏まえた新しい保育メカニズム）》

・ 保育サービスの必要性の判断基準（「保育に欠ける」要件の見直し）

・ 契約などの利用方式のあり方

・ 市町村等の適切な関与の仕組み（保育の必要度が高い子どもの利用確保等）

・ 情報公表や第三者評価の仕組み

・ 地域の保育機能の維持向上

《放課後児童対策の仕組み》

（ ※ 就学前保育・教育施策のあり方全般に関する検討 → 新たな検討の場 ）

《すべての子育て家庭に対する支援の仕組み》

妊婦健診、一時預かり、地域子育て支援拠点事業、全戸訪問事業等の

・ 量的拡充

・ 質の維持・向上

・ 財源のあり方

多
様
な
提
供
主
体
の
参
入
に
際
し
て
の
透
明
性
・客
観
性

特別な支援を必要とする子供や家庭に対する配慮を包含
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就学前児童が育つ場所（平成19年）

○ 3歳以上児のかなりの部分（４歳以上児はほとんど）が保育所又は幼稚園に入所
○ 3歳未満児（0～2歳児）で保育所に入所している割合は約2割

7.8%
23.0%

30.0%
39.0% 39.8%

38.3%

55.0%

92.2%
77.0%

70.0%

22.6%
5.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳以上児

家庭等

幼稚園

保育所

148
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3歳未満児のうち認

可された保育サービ
スを利用する者の割
合

（うち有配偶）

64.8%83.1%74.6%48.1%30～34歳

73.5%83.2%78.4%71.6%25～29歳

74.4%84.6%78.9%61.6%30～34歳

78.7%88.1%81.4%62.3%35～39歳

58.7%78.8%72.4%48.4%25～29歳

14%（2006）44%（2004）42%（2004）20%（2006）

73.3%88.6%78.9%54.5%35～39歳

女性労働力率（2005）

ドイツスウェーデンフランス日本

0歳児 0%
1歳児 45%
2歳児 87%

旧西独 8%
旧東独 39%

集団託児所 11%
家庭託児所 3%

認定保育ママ 29%

0歳児 7%
1歳児 22%
2歳児 29%

※このほか、2歳児の
26%が幼稚園の早期
入学を利用

子育て世代の女性の労働力率と
認可保育サービス利用割合（3歳未満児）

就学前保育施設
40%

保育ママ 4%

（資料）〈労働力率〉総務省統計局 : 国勢調査（日本） Eurostat : The European Union Labour Force Survey（フランス、スウェーデン、ドイツ）
〈保育サービス利用割合〉厚生労働省 : 福祉行政報告例（日本） Drees : L’accueil collectif et en crèche faamiliale des enfants de moins de 6 ans en 

2004（フランス） Statistics Sweden : Statistical Yearbook of Sweden 2006（スウェーデン） Statistisches Bundesamt : Pressemitteilung vom 1. 
März 2007  “285 000 Kinder unter 3 Jahren in Tagesbetreuung” （ドイツ）

保育所 12%
保育ママ 2%
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「新待機児童ゼロ作戦」について（概要）

働きながら子育てをしたい
と願う国民が、その両立の
難しさから、仕事を辞める、
あるいは出産を断念すると
いったことのないよう、

○ 働き方の見直しによる

仕事と生活の調和の実現

○ 「新たな次世代育成

支援の枠組み」の構築

の二つの取組を「車の両
輪」として進めていく。

希望するすべての人が安
心して子どもを預けて働くこ
とができる社会を目指して

保育施策を質・量ともに充
実・強化するための「新待
機児童ゼロ作戦」を展開

•

•

• ○保育サービスの量的拡充と
提供手段の多様化 〔児童福祉法
の改正〕

• 保育所に加え、家庭的保育（保育マ
マ）、認定こども園、幼稚園の預かり保育、
事業所内保育施設の充実

• ○小学校就学後まで施策対象
を拡大

• 小学校就学後も引き続き放課後等の
生活の場を確保

• ○地域における保育サービス等
の計画的整備 〔次世代育成支援
対策推進法の改正〕

• 女性の就業率の高まりに応じて必要
となるサービスの中長期的な需要を勘案
し、その絶対量を計画的に拡大

• ○子どもの健やかな育成等のた
め、サービスの質を確保

趣旨 目標・具体的施策 集中重点期間の対応

（※）「仕事と生活の調和推進のための行動指針（平成19年12
月）」における仕事と生活の調和した社会の実現に向けた各
主体の取組を推進するための社会全体の目標について、取
組が進んだ場合に10年後（2017年）に達成される水準

希望するすべての人が子どもを預けて働
くことができるためのサービスの受け皿を
確保し、待機児童をゼロにする。特に、今
後３年間を集中重点期間とし、取組を進
める。

＜１０年後の目標＞

・保育サービス（３歳未満児）の提供割合
20％ → 38％ （※）
【利用児童数100万人増（０～５歳）】

・放課後児童クラブ（小学１年～３年）の
提供割合 19％ → 60％ （※）
【登録児童数145万人増】

当面、以下の取組を進めるとともに、集

中重点期間における取組を推進する

ため、待機児童の多い地域に対する重

点的な支援や認定こども園に対する支

援などについて夏頃を目途に検討

⇒ この目標実現のためには
一定規模の財政投入が必要

税制改革の動向を踏まえつつ、
「新たな次世代育成支援の枠組み」
の構築について速やかに検討。
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平 成 ２ ２ 年 度 少 子 化 対 策 関 係 厚 労 省 予 算

２１年度予算案額 １兆３，９２２億円 （２０年度予算額 １兆３，４５２億円）

１．地域の子育て支援の推進 ６，８７７億円
○ すべての家庭を対象とした地域子育て支援対策の充実 ５５１億円

・次世代育成支援のための人材 養成（新規）、ファミリー・サポート・センター事業における病児・病後児、緊急時の預かり等
多様なニーズへの対応（拡充）、地域の子育て支援拠点の拡充、地域に密着した一時預かりの推進

○ 新待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実 ３，５６９億円
・待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大、第３子目以降の保育料の無料化、家庭的保育事業の拡充などの

多様な保育サービスの提供
○ 総合的な放課後児童対策(｢放課後子どもプラン｣)の着実な推進 ２３５億円

・「放課後子どもプラン」の着実な推進、放課後児童クラブに対するソフト面及びハード面での支援
○ 児童手当国庫負担金 ２，５２３億円

２．児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 ９２６億円
○ 虐待を受けた子ども等への支援の強化 ８７７億円

・子どもを守る地域ネットワークや児童相談所の機能強化、社会的養護体制の拡充

３．母子家庭等自立支援対策の推進 １，７４３億円

４．母子保健医療の充実 １９３億円
○ 不妊治療への支援等 ４６億円

・不妊治療に要する費用の一部助成等の支援、妊産婦ケアセンター（仮称）への支援（新規）

５．出産等に係る経済的負担の軽減 ７９億円
・出産育児一時金の充実等により、妊産婦の経済的負担を軽減する。

６．仕事と家庭の両立の支援 １００億円
・育児・介護休業制度の拡充や事業所内保育施設に対する支援の充実と地域開放等

７．安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備 ２６億円
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安心こども基金の創設

（内容）
１ 保育所の緊急整備

○ 市町村における保育所の緊急整備
○ 賃貸物件による新たな保育所整備

２ 新たな保育ニーズへの対応
○ 認定こども園の拡充
○ 多様な保育ニーズへの効果的・効率的な対応
○ 放課後児童クラブの設置等の促進

３ 保育の質の向上のための研修の実施

約１，０００億円
〔平成２２年度までの緊急措置として各都道府県に基金を創設〕

全ての地域において、子どもを安心して育てることができるよう「新待機児童ゼ
ロ作戦」の前倒し実施を図り、平成２２年度までの集中重点期間において１５万人
分の保育所等整備を推進すること等を目的として都道府県に基金を創設するもので
ある。
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妊婦健診の公費負担の拡充について

内容

○ 妊婦が、健診費用の心配をせずに、必要な回数（１４回程度）の妊婦健診を受けられるよう、公費負担を拡充。

○ 現在、地方財政措置されていない残りの９回分について、平成２２年度までの間、国庫補助（１／２）と地方財政

措置（１／２）により支援。

９回

個人負担又は
市町村の任意助成

＜現状＞

５回
市町村

国
１／２

市町村
１／２

５回
市町村

＜拡充案＞

９回 国庫補助

地方財政措置
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